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II 本論文の概要
中国はこの三十年間，高度経済成長を達成してきた．この成長の背景には，様々な
要因が潜んでいるのは明らかである．ここで，一つ不可欠な要素として挙げるべきは
設備投資である．今日の中国経済は，正に設備投資抜きでは議論し難いものである．
それ故，理論的には，固定資本を含む多部門経済模型の基礎的枠組を把握し，その応
用として中国経済を論ずる方向性や可能性を探求する．
中国の著名な数学者華羅庚は，社会主義経済を意識しながら，非耐久財のみから構
成される商品経済 (非結合生産体系)を対象に，均衡生産価格安定，数量不安定 (双対
不安定性)を取り上げ，計画経済の下では何等かの経済計画 (数量的制御)が必要であ
ろう事を示唆した．
固定資本やより一般的な結合生産を許容する系の場合，係数行列が矩形であるので
系の均衡や特に安定性に関する研究が固有値問題の視点から成されていなかった．本
論文では，結合生産系を固有値問題として扱い，系の均衡や安定性を決定する固有値
と固有ベクトルを探索出来ないか，検討する．
本論文では，Ricardo，Marx，Sraffa，Post Keynesian的な手法によって，議論を
展開する．議論の対象となる多部門経済模型としては線型の体系を取り上げ，とりわ
け固定資本問題に焦点を当てる．
本論文の構成は，前掲の「I.本論文の構成」に示された通り，序論と結論を含め計
9章から構成されている．第 2，3，4，5章は理論研究，第 6，7，8章は中国経済へ
の応用計算を中心に行なっている．章別の概要は以下の通りである．
第 1章では，本研究に於ける問題意識や主な研究対象，研究課題，及び全体の構成
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内容が述べられている．
第 2 章では，Sraffa-置塩-中谷 (SON) の固定資本経済を中心に議論した．(i) 全商
品の均衡価格の定義式群から中古の固定資本価格を消去する縮約が可能である様な置
塩・中谷の変換方法を，正則変換に依る行列束のスペクトルの探索と云う角度から，
置塩・中谷分解として再確認した．置塩・中谷分解に依る模型の設定，特に投入や産
出行列等が特定の類型に限定される点に大いに依存する事が形式的に示された．(ii)
Sraffaの標準商品概念の SON経済への拡張可能性を検討した．既存の先行研究を整
理した上で，特に，賃金利潤の背反関係の確認や，相対価格と分配の独立性等を議論
の対象とした．集計因子としての財の産出量比率と云う角度で考察する場合，賃金
利潤曲線を直線たらしめる新品財のみから成る集計因子が存在しない事を確認した．
(iii) SON 経済に於ける Cambridge 方程式を中心に論じた．新品，中古固定資本を
含む価格体系，操業水準体系と，SON経済に於ける価格体系，産出量体系との関係
を解明し，減価償却と更新，利潤と成長の諸関係を明かにした．不生産的消費が行わ
れる SON経済では，粗利潤率，粗蓄積率と成長率の対応関係を与える Cambridge
方程式の成立を示した．
尚，この章は，既発表査読付論文 “李幇喜 (2009)「固定資本と標準商品」『経済理論
と経済管理』(中国人民大学)第 3期 26-31頁”及び “李幇喜・藤森頼明 (2010)「固定
資本と Cambridge方程式」『経済理論と経済管理』(中国人民大学)第 7期 24-9頁”
に一部加筆，修正を加えたものである．
第 3章では，固定資本のみを取り上げ，関連の先行研究を簡単に整理し，固定資本
の動学的特性を更新過程に即して明確にし，経済にどの様な影響を及ぼすか詳しく検
討した．
減価償却費が直ちに再投資されると云う前提で，年齢別固定資本の観点から，固
定資本更新の山田・山田模型を差分方程式の固有方程式の最小多項式の随伴行列の
固有値問題として一般化した上で，(i) Markov 行列である随伴行列の左右 Perron-
Frobeniusベクトルが均衡に於ける年齢別固定資本の実質価値と存在量の比率とを与
える，(ii)固定資本の耐用年数がその運動を支配する重要な要因である，(iii)更新過
程で中古固定資本の評価を決定する機構は置塩・中谷分解に示される様に，生産価格
決定系に埋込まれており，置塩・中谷分解は減価償却法則の特殊な場合を内包してい
る，と云う結論を得た．それ故，固定資本投資は社会的に良く管理されている限り，
更新動学は安定な均衡状態に収束する傾向を有する．
尚，この章は，既発表査読付論文 “藤森頼明・李幇喜 (2010)「固定資本の更新と
Markov過程」『政治経済学評論』(中国人民大学)第 1巻第 4号 116-27頁”に一部加
筆，修正を加えたものである．
第 4 章では，結合生産系の均衡の探索と安定性を議論の対象とした．問題意識と
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なる華羅庚命題の素描 (双対不安定性) を示した上で，一般的な結合生産体系の均衡
を固有値問題として求める事，そして，Marx-Sraffa系の均衡が支配的か否か，固有
値問題の視点から分析した．(i) 矩形行列の方程式体系で定義される均衡を正方行列
の固有値問題に転換する際，階数条件のみを仮定し，Moore-Penroseの擬似逆行列
を応用して，基礎財のみから成る Marx-Sraffa 生産価格方程式を固有値問題として
定式化した．本章の擬似逆行列を応用して固有値問題に変換する手法は一般的な結
合生産体系であっても，等式で考えられる限り，その分析に応用出来る．この意味で
は，擬似逆行列の応用が極めて有効なものである．(ii) Marx-Sraffa模型に基づく生
産価格均衡の計算にMoore-Penrose擬似逆行列を応用する手法では，全商品の生産
価格や均等利潤率の決定は同時であるが，その正方行列は必ずしも非負行列ではない
ので，均衡状態を決定する固有値は支配的ではない．故に，Marx-Sraffa模型で見る
限り，生産価格均衡も数量均衡も不安定になり得る．非基礎財が存在する場合でも，
議論の本質は不変である事を示した．(iii)置塩・中谷の方法の場合とより一般的な結
合生産の場合とに関する具体的数値例を使用して，以上の理論的結果を検証し，更に
Marx-Sraffa均衡の動学的不安定性を確認した．
尚，この章は，既発表査読付論文 “李幇喜・藤森頼明 (2011)「Marx-Sraffa均衡と
固有値問題：Moore-Penrose擬似逆行列の応用」『季刊経済理論』(経済理論学会誌)
第 48巻第 3号 57-69頁”に一部加筆，修正を加えたものである．
第 5章では，固定資本の経済的耐用年数を内生的に如何に決定するか，模擬計算を
中心に検討した．(i) 固定資本の性能や能率が使用に応じて低下する場合，能率の低
下した旧い固定資本を使用しても利潤が上げられない時点で，該当の固定資本は廃棄
される事になる．価格，賃金率，経済的耐用年数は，完全に利潤率の関数として決定
され，結果的に減価償却は利潤率のみの関数として決定される事になる．謂わば利潤
率の能動的役割を示した．これは，固定資本の耐用年数が外生的に与えられ，価格と
賃金率は利潤率の関数として決定されると云う従来の方式とは異なる点である．(ii)
主に，経済的耐用年数や，物理的耐用年数，焼入効果等を線形計画問題を応用して分
析し，その相違点を比較した．(iii) 更に，線形計画問題の最適解がMoore-Penrose
の擬似逆行列に依る計算結果との一致も確認した．
尚，この章は，既発表査読付論文 “Bangxi Li (2011) Economic Durability of Fixed
Capital, Waseda Journal of Political Science and Economics, No.381-382, pp.17-25”
に一部加筆，修正を加えたものである．
第 6章では，公表の中国産業連関表を資本財と消費財のみに組替えたMarx型 2部
門表 (1981–2007年)を試算した．
具体的に試算した理論的指標として挙げられるのは，消費投資曲線，Marx型 2部
門模型の指標群，Turnpike経路等である．(i)両部門の利潤率は低下傾向で，資本成
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長率は 80年代後半迄には逓減し，90年代の初めから現在に至って再び逓増する趨勢
である．(ii)構造・分配パラメーターの中では，部門比率が増加している事から，生産
財・消費財比率が上昇を続けている．これは中国が過去三十年間に亙り，経済建設に
多大なる設備投資を行ってきたからである．(iii)生産財のウェートが大きい．これは
後進国の一つの特徴であり，正に中国経済はまだ発展途上国である事の裏付になる．
最後に，上記組替に基づき，2部門ターンパイクの計算を政策的評価として行った．
現実経済の成長経路は最適経路を追跡する様に動いていると見て良い．
尚，この章は，既発表査読付論文 “李幇喜 (2008)「中国産業連関表と線型経済理論」
『季刊経済理論』(経済理論学会誌)第 45巻第 2号 66-71頁”に一部加筆，修正を加え
たものである．
第 7章では，Sraffa-Fujimori方式を分析の枠組として中国経済に適用し，現段階
で利用可能な中国の固定資本粗投資データ (1987–2000 年) から，限界固定資本係数
を推計した．(i)産出に対する限界資本の比率は，時間と共に上昇している事から，近
年インフラ整備の様な大型設備投資が増加している裏付けと云える．(ii) 1980年代か
ら 2000年代に亙り，最大利潤率及び最大潜在成長率は下降する傾向で，最大実質賃
金率が上昇する趨勢である．(iii)固定資本存在に依る中国経済の賃金利潤曲線は固定
資本を無視した場合に比べ，下方へ移動し，利潤率が大きい程曲線の低下がより大き
い事が判明した．
本章では，固定資本の能率不変等の前提に依る理論上の制約は否めないが，しかし
現実の経済分析にとって，試算されたこれらの理論的指標は現実経済を解釈する上
で，一定の重要な意義を有する．
尚，この章は，早稲田大学大学院経済学研究科Working Paper “Bangxi Li (2011)
Estimation of Marginal Fixed Capital Coefficient and Wage-Profit Curves à la
von Neumann-Leontief: A Case Study of China’s Economy 1987-2000, Waseda
Economics Working Paper (WEWORP) Series, No.11-001” に一部加筆，修正を加え
たものである．
第 8章では，固定資本を一般的に含むMarx-Sraffa-von Neumann模型の枠組を
用いて理論的点検と応用計算を中心に分析を行った．(i)理論的には， Kantoroviq
模型と DOSSO模型とが原理的に同一である事を示した．(ii)中国経済への応用計算
では，第 7章で推計した中国の限界固定資本係数や公表された産業連関表等のデータ
を使用して，全ての消費財の生産が保証され所定の消費財比率の組数を最大化する様
な Kantoroviqの展望計画に依る多部門最適成長経路 (1995–2000年)の計算を政策
的評価として行った．(iii)固定資本・原材料に関して 2部門での計算を詳細にした計
算結果を得た．即ち，固定資本各部門の実際の成長経路は計画中間期に於ける固定資
本各部門の最適成長経路に概ね辿っている事から，固定資本の投資管理は適切に行な
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われていると云えるが，原材料に就いては，実際の成長経路は最適成長経路から上方
への乖離，消費財に就いては下方への乖離が生じている事が判った．
第 9章では，本論文の全体的なまとめとして，得られる主な結論及び残された課題
と今後の展望に就いて要約する．
最近の中国の「五ヶ年計画」の中では，経済を安定化させる為の「マクロ的制御」
という言葉がしばしば出ている．中国経済のより一層の発展に伴ない，経済の計画性
が不可欠になる．特に今後，今まで経済を牽引してきた固定資本投入への制御をより
一層の精密化が欠かせないのである．
中国経済は今後安定的成長を図る為，どの様なマクロ的制御政策を取っていくべき
か，或いは固定資本投入への制御はどんな手段で行うべきか等々の問題を理論的に解
明するのが急務である．固定資本の要素を含む複雑化したマクロ的制御理論の構築は
中国のより一層の経済発展に大いに貢献できるであろう．
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